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第５章 国の基本指針に即して定める「第５期障害福祉計画」 

 

１ 計画の策定にあたって 

 

（１）計画の性格及び位置付け 

  障害福祉計画は、障害者総合支援法第89条に基づき、国の定める「基本指針」（※）に

即し、市町村障害福祉計画の達成に資するため、広域的な見地から障害福祉サービス、相

談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する計画を定めるものです。 

  これまで本県の障害福祉計画は、平成18～20年度を第１期計画、平成21～23年度を第２

期計画、平成24～26年度を第３期計画と位置付け、障害者基本法に基づく障害者計画と別

に策定しておりましたが、平成27年～29年度の第４期計画から、「岐阜県障がい者総合支

援プラン」と統合しました。平成30年～32年度の第５期計画についても、引き続き「第２

期岐阜県障がい者総合支援プラン」の中で、本県の障害福祉サービス提供体制等を明示し

ます（第５章、第７章）。 

 

  ※  国の定める「基本指針」 

   根拠規定：障害者総合支援法第87条（基本指針） 

厚生労働大臣は、障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支

援事業の提供体制を整備し、自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するた

めの基本的な指針を定めるものとする。 

→ 指針の内容については、135ページに掲載 

 

（２）第５期計画の期間 
 

この計画の期間は、平成30年度から平成32年度までの３年間とします。 

 

（３）障害保健福祉圏域の設定 

  障害者総合支援法では、障がい者に身近な行政主体である市町村が、当事者のニーズを的確

に把握したうえで障がい者の支援に取り組んでいくことを基本としていますが、専門的な支援

については、広域的な取り組みも必要です。 

 このため、指定障害福祉サービス等の見込量等については、５つの障害保健福祉圏域ごと

に定めることとします。 
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 （障害保健福祉圏域） 

 圏域名  区      域 

 岐阜圏域  岐阜市、羽島市、各務原市、山県市、瑞穂市、本巣市、羽島郡、本巣郡 

 西濃圏域  大垣市、海津市、養老郡、不破郡、安八郡、揖斐郡 

 中濃圏域  関市、美濃市、美濃加茂市、可児市、郡上市、加茂郡、可児郡 

 東濃圏域  多治見市、中津川市、瑞浪市、恵那市、土岐市 

 飛騨圏域  高山市、飛騨市、下呂市、大野郡 

 

（４）計画の推進体制 

 障害福祉計画における目標等について、年に１回は実績を把握し、障がい者施策や関連施

策の動向を踏まえながら分析及び評価を行い、必要に応じて障害福祉計画の見直しの措置を講

じます。 

 

①岐阜県障がい者総合支援懇話会等との協働 

障害福祉計画を推進するためには、行政だけではなく、障がい者支援に関連するすべて

の者が連携し、積極的・主体的に取り組む必要があります。 

   このため、「岐阜県障がい者総合支援懇話会」等で意見を聴き、実践活動面で障害福

祉計画の推進に資するよう関係者間の協働を図ります。 

 

②岐阜県障害者施策推進協議会への協議 
 

   障害福祉計画の進捗状況等を「岐阜県障害者施策推進協議会」に報告し、適切な進行

管理と評価を行います。 

   また、障害福祉計画を見直す場合は、県民に広く意見募集するとともに岐阜県障害者

施策推進協議会において、その内容を協議します。 

 

（５）障害福祉サービス等の見込量の算出 
 

   第５期障害福祉計画の目標年度である平成32年度における障害福祉サービス等の見込量

は、市町村の報告数値を基礎として、第４期障害福祉計画の実績を踏まえ、算出しました。 

 

①市町村との調整 

   市町村は障害福祉サービス等の見込量や目標数値等について、これまでの実績を踏ま

え、各種調査や有識者会議等を実施したうえで計画数値を見込んでいます。 

     県においては市町村ごとの障害福祉サービス等の見込量を合計したうえで、サービス

の種類ごとに精査・調整を行い、サービスの見込量を定めました。 
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２ 数値（成果）目標 

 
（１）平成32年度の数値（成果）目標の設定 

   

国の基本指針では、①福祉施設の入所者の地域生活への移行、②精神障害にも対応した地

域包括ケアシステムの構築、③地域生活支援拠点等の整備、④福祉施設から一般就労への移

行等について、これまでの実績及び地域の実情を踏まえ、平成32年度の数値（成果）目標を

設定することとされています。 

  本計画では、国の基本指針を踏まえ、平成32年度の数値目標を次のとおり設定します。 

 

 

①福祉施設の入所者の地域生活への移行 
 

 ア 数値目標の設定 
 

  【国の基本指針】 

 ・平成32年度末の施設入所者数を平成28年度末時点の施設入所者数から、２％以  

 上削減することを基本として、これまでの実績及び地域の実情を踏まえて設定。  

 

・平成32年度末までに、平成28年度末時点の施設入所者の９％以上が地域生活へ 

移行することを基本として、これまでの実績及び地域の実情を踏まえて設定。 

 

▼ 

 

  【県の数値目標】 

 ・平成32年度末の施設入所者数は、平成28年度末時点を基準に現状維持とします。 

 

・平成32年度末までに、平成28年度末時点の施設入所者の3.2％（74人）以上が 

地域生活へ移行することを目指します。 
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 【数値目標の積算】   

  項   目  数  値  備     考 

①  

 平成28年度末の施設入所 

者数 

 2,292人 
平成28年度末現在の施設入所者の県内市町村合計 

 

②  

 平成32年度末の施設入 
 所者数 

2,292人 
 平成32年度末現在の施設入所者の県内市町村合計 

③ 【目標値】 

 施設入所者数の減少見 
 込み（②－①） 
 （割合 ③÷①） 

0人 
 (△0%) 

 平成28年度末現在の施設入所者の平成32年度末までの減

少見込み数 

④ 【目標値】 

 地域生活移行者数 
 （割合 ④÷①） 

   74人 
 (3.2%) 

平成28年度末の施設入所者のうち、平成32年度末までにグ

ループホーム、一般住宅等へ地域移行する者の数 

（参考）【第4期計画実績】 
 地域生活移行者数 
 （割合） 

   48人 
 (2.0%) 

 平成25年度末時点の施設入所者のうち、平成28年度末ま

でにグループホーム、一般住宅等へ地域移行した者の数 

 

イ 数値目標設定の考え方 

○ 施設入所者数は、入所者の高齢化が進み地域生活移行が難しい状況や県内の向こう３年

間の入所施設の待機者が相当数（約200人）ある状況を踏まえるとともに、障がい者の将

来ニーズを見据え、セーフティネットの役割の重要性に鑑み、平成28年度末の施設入所者

数の現状維持を目標値とします。 

○ 施設入所者の地域生活移行は、地域生活を望む入所者の希望を実現するため、また、緊急

度の高く真に入所が必要な待機者が入所できるよう可能な限り推進していきます。しかしな

がら、入所者の高齢化・障がいの重度化が進み地域生活移行が難しい状況等を踏まえ、入所

者のうち、65歳以下かつ、障がい程度の中・軽度の方（※）を、32年度末までに、28年度末

時点の施設入所者の3.2%（74人）が地域生活へ移行することを目標値とします。 

 （※障害支援区分４以下かつ、身体障害３級以下又は療育手帳Ｂ１以下の方） 

 

ウ 指定障害者支援施設の必要定員総数の設定 
 

○ 国の基本指針では、各年度の指定障害者支援施設の必要入所定員総数を定めること

とされているため、これまでの実績及び地域の実情を踏まえ、次のとおり設定します。 

 

【指定障害者支援施設の必要定員総数】 

 
区   分 

H28年度 

（実績） 

H29年度 

（見込） 

H30年度 

(見込) 

 H31年度 

（見込） 

 H32年度 

（見込） 

障害者支援施設定員数 2,341人 2,341人 2,341人  2,341人  2,341人 
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②精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 
   

ア 数値目標の設定 
 

  【国の数値目標】 

・平成32年度末までに全ての圏域ごとに、精神障害者地域移行・地域定着推進協議会 

などの保健、医療、福祉関係者による協議の場を設置することを基本として、地域 

の実情を踏まえて設定。 

・平成32年度末までに全ての市町村ごとに、協議会やその専門部会など保健、医療、 

福祉関係者による協議の場を設置することを基本として、地域の実情を踏まえて 

設定。（困難な場合は複数市町村による共同設置でも差し支えない） 

・平成32年度末時点の精神病床における65歳以上及び65歳未満の１年以上長期入院患 

者数の目標値を国が提示する推計式を用いて設定。 

・平成32年度末における入院後３ヶ月時点の退院率を、69％以上を基本として地域の 

実情に応じて設定。 

・平成32年度末における入院後６ヶ月時点の退院率を、84％以上を基本として地域の 

実情に応じて設定。 

・平成32年度における入院後１年時点の退院率を、90％以上を基本として地域の実情に 

応じて設定。 

 

▼ 

 

 

 

 

 【県の数値目標】 

・平成32年度末までに全ての圏域において、協議の場を設置することを目指します。 

 

・平成32年度末までに複数市町村による共同設置を含め、全ての市町村において、協 

 議の場を設置することを目指します。 

 

・平成32年度末時点の精神病床における65歳以上及び65歳未満の１年以上長期入院患 

者数の目標値を国が提示する推計式を用いて設定します。 

 

・平成32年度における入院後３ヶ月時点の退院率を、69％以上として設定します。 

 

・平成32年度における入院後６ヶ月時点の退院率を、84％以上として設定します。 

 

・平成32年度における入院後１年時点の退院率を、91％以上として設定します。 
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 【目標値の積算】 
項   目 H28年度実績 H32年度目標 備考 

① 【目標値】 

圏域における協議の場の設置数 - ５圏域 

 精神障害者地域移行・地域
定着推進協議会などの、保健
・医療・福祉関係者による協
議の場の設置 

 
項   目 H28年度実績 H32年度目標 備考 

② 【目標値】 
市町村における協議の場の設置 

（複数市町村による共同設置含む） - 42市町村 

 協議会や専門部会など保健

・医療・福祉関係者による協

議の場の設置 

 

項   目 H28年度実績 H32年度目標 
③ 【目標値】 

65歳以上の1年以上長期入院患者数 
1,279人 1,107人 

 
項   目 H28年度実績 H32年度目標 

④ 【目標値】 
65歳未満の1年以上長期入院患者数 1,074人 969人 

 

項   目 H28年度実績 H32年度目標 
⑤ 【目標値】 

入院後3ヶ月時点の退院率 
63% 69% 

 
項   目 H28年度実績 H32年度目標 

⑥ 【目標値】 
入院後6ヶ月時点の退院率 84% 84% 

 
項   目 H28年度実績 H32年度目標 

⑦ 【目標値】 
入院後1年時点の退院率 90% 91% 

 

イ 数値目標設定の考え方  

○ 精神障がいの有無や程度にかかわらず、誰もが安心して自分らしく暮らすことが

できるよう、精神科医療機関、その他の医療機関、地域援助事業者、市町村などの

連携による支援体制を構築するため、圏域及び市町村において保健・医療・福祉関

係者による協議の場を設置します。 

○ 厚生労働省が提示する推計式を用いて「65歳以上の１年以上長期入院患者数」を

算出し、1,107人を目標とします。 

○ 厚生労働省が提示する推計式を用いて「65歳未満の１年以上長期入院患者数」を

算出し、969人を目標とします。 

○ 厚生労働省が定める「入院後３ヶ月時点の退院率」の目標値は69％以上であり、岐

阜県においても、69％以上を目標とします。 
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○ 厚生労働省が定める「入院後６ヶ月時点の退院率」の目標値は84％以上であり、岐

阜県においても、84％以上を目標とします。 

○ 厚生労働省が定める「入院後1年時点の退院率」の目標値は90％以上であり、岐阜

県においては、91％以上を目標とします。 

 

 

 

③地域生活支援拠点等の整備 
 

 ア 数値目標の設定 
 

  【国の指針】 

 ・平成32年度末までに各市町村又は各圏域に少なくとも１つを整備することを 

基本として、地域の実情を踏まえて設定。 

 
 

▼ 
 
 
 

  【県の数値目標】 

 ・平成32年度末までに各圏域に１つ以上を整備することを目指します。 

  
 
 【目標値の積算】 

項   目 H28年度実績 H32年度目標 
【目標値】 

地域生活支援拠点等を各圏域に１つ

以上整備 

１つ 各圏域に１つ以上 

 
 

イ 数値目標設定の考え方 

○ 地域生活支援拠点等とは、障がい者の高齢化・重度化や「親亡き後」に対応するため、

①相談（地域移行、親元からの自立等）、②体験の機会・場（一人暮らし、グループホー

ム等）、③緊急時の受入・対応（ショートステイの利便性・対応力向上等）、④専門性（人

材の確保・養成、連携等）、⑤地域の体制づくり（サービス拠点、コーディネーターの配

置等）の項目の機能を満たす拠点（複数の事業所・機関による面的整備方式を含む。）と

しています。 

○ 厚生労働省の定める指針においては、平成32年度末までに各市町村又は各圏域に少なく

とも一つを整備することとされています。岐阜県においては、５圏域それぞれに、１つ以

上整備することを目標とします。 
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④福祉施設から一般就労への移行等 
  

ア 数値目標の設定 
 

 【国の指針】 

・平成32年度の年間一般就労移行者数を平成28年度の一般就労への移行実績の 

1.5倍以上とすることを基本として、これまでの実績及び地域の実情を踏まえ 

て設定。 

・平成32年度末における就労移行支援事業の利用者数を平成28年度末実績から 

２割以上増加することを基本として、これまでの実績及び地域の実情を踏まえ 

て設定。 

・平成32年度末における就労移行支援事業所のうち、就労移行率が３割以上の 

事業所を事業所全体の５割以上とすることを基本として、これまでの実績及 

び地域の実情を踏まえて設定。 

・各年度における就労定着支援による支援開始から１年後の職場定着率を80％ 

以上とすることを基本として、地域の実情を踏まえて設定。 

 

▼ 
 
 

  【県の数値目標】 

・平成32年度の年間一般就労移行者数を平成28年度の一般就労への移行実績 

 の1.5倍以上とすることを目指します。 

・平成32年度末における就労移行支援事業の利用者数を平成28年度末実績から 

 ２割以上増加とすることを目指します。 

・平成32年度末における就労移行支援事業所のうち、就労移行率が３割以上の 

事業所を事業所全体の５割以上とすることを目指します。 

・各年度における就労定着支援による支援開始から１年後の職場定着率を80％ 

以上とすることを目指します。 
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 【数値目標の積算】 
  項   目  数 値  備     考 

①  

 平成28年度の年間一般 

 就労移行者数 
   191人 

 平成28年度において福祉施設を退所し、一般就労した 
 者の数 

② 【目標値】 

 平成32年度の年間一般 
 就労移行者数 
  （増加率 ②÷①） 

  287人 
 

 (1.5倍) 

 平成32年度において福祉施設を退所し、一般就労する 
 者の数 

 
  項   目  数 値  備     考 

③  

 平成28年度末時点の就労 

移行支援事業の利用者数 
   411人 

 平成28年度末時点において就労移行支援事業を利用した 

者の数 

④ 【目標値】 

 平成32年度末時点の就労 

移行支援事業の利用者数 
  （増加率 ④÷③） 

  494人 
 

 (1.2倍) 

 平成32年度末時点において就労移行支援事業を利用する 

者の数 

 
  項   目  数 値  備     考 

⑤  

平成28年度末時点の就労

移行率が3割以上の事業

所の割合 

   24％ 
 平成28年度末時点において就労移行率が3割以上の事業

所の割合 

⑥ 【目標値】 

平成32年度末時点の就労

移行率が3割以上の事業

所の割合 

 50％ 
平成32年度末時点において就労移行率が3割以上の事業

所の割合 

 
  項   目  数 値  備     考 

⑦ 【目標値】 
平成31年度の就労定着支

援による職場定着率 
   80％ 

 平成30年度に開始した就労定着支援による支援から１

年後（平成31年度）の職場定着率 

⑧ 【目標値】 

平成32年度の就労定着支

援による職場定着率 
 80％ 

平成31年度に開始した就労定着支援による支援から１

年後（平成32年度）の職場定着率 

 

 

イ 数値目標設定の考え方 
 
 ○ 厚生労働省の定める指針においては、平成32年度の福祉施設から一般就労する者の数

は、28年度の実績の1.5倍以上とすることとされています。本県では関係労働施策と連携
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することで、32年度において28年度の実績の1.5倍以上（287人）を一般就労に結びつけ

ることを目標とします。 

この目標値は、県内市町村の目標値の合計数であり、本県の27年度実績値（172人）か

ら28年度実績（191人）の伸びが1.1倍となっている状況を踏まえて、厚生労働省の定める

指針と同様の目標とします。 

 ○ 厚生労働省の定める指針においては、平成32年度末における就労移行支援事業の利用

者数を28年度末の利用者数の２割以上増加することを目指すとされています。本県では、

32年度末時点における就労移行支援事業の利用者数を、28年度末時点の２割以上（494人）

増加することを目指します。 

この目標値は、県内市町村の目標値の合計数であり、本県の27年度末時点の就労移行支

援事業の利用者数（456人）と、28年度末時点の就労移行支援事業の利用者数（411人）の

状況を踏まえて、厚生労働省の定める指針と同様の目標とします。 

 ○ 平成28年度末の就労移行率が３割以上の事業所が24％である状況を踏まえて、厚生労

働省の定める指針と同様に、32年度末における就労移行支援事業所のうち、就労移行率

が３割以上の事業所を全体の５割以上とすることを目指します。 

○ 平成31年度と平成32年度の就労定着支援による支援開始から１年後の職場定着率につ

いて、厚生労働省の定める指針と同様に、80％以上とすることを目指します。 

 

 

（２）平成32年度の活動指標の設定 

   

国の基本指針では、障害福祉サービス等の提供体制の確保に係る目標を達成するため、活

動指標を平成32年度の活動指標を見込むことが適当であるとされています。 

  本計画では、国の基本指針を踏まえ、平成32年度の活動指標を次のとおり設定します。 

 

【福祉施設から一般就労への移行等 活動指標】 

事 項 H28年度実績 H32年度見込 

(1)就労移行支援事業及び就労継続支援事業の利用者の一般就労

への移行者数 
190人 285人 

(2)障がい者に対する職業訓練の受講者数  34人 55人 

(3)福祉施設から公共職業安定所への誘導者数 調査中 調査中 

(4)福祉施設から障害者就業・生活支援センターへの誘導者数 142人 173人 

(5)公共職業安定所における福祉施設利用者の支援者数 調査中 調査中 

 

【発達障害者等に対する支援 活動指標】 

事 項 H28年度実績 H32年度見込 

(1)発達障害者支援地域協議会の開催回数 ２回 ２回 

(2)発達障害者支援センターによる相談支援件数  2,595件 2,600件 

(3)発達障害者支援センターの関係機関への助言件数 321件 320件 

(4)発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への助言件数 270件 270件 

(5)発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャー

の外部機関や地域住民への研修、啓発件数 
297件 300件 
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３ 障害福祉サービス等の見込量と確保策等 

 

（１）指定障害福祉サービス及び相談支援の見込量と確保策等 

 

 国の基本指針では、都道府県障害福祉計画の作成に関する事項として、区域ごとの各年度

の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種類ごとの必要な量の

見込み及びその見込量の確保のための方策及びその質の向上のために講ずる措置を定めるこ

ととされています。 

 第５期障害福祉計画においては、平成29年度までの障害福祉サービスなどの実績（見込）

を踏まえ、平成30年度～32年度のサービス見込量を定めるとともに、その確保及び質の向上

に関する方策を定めました。 

 今後は、この方策に基づき、県と市町村が協働して、障害福祉サービス等の計画的かつ着

実な整備を進めていきます。また、整備にあたっては、サービス提供事業者に働きかけを行

うとともに、サービスの質の向上につながる支援を行います。 

  なお、サービス見込量は、各市町村におけるサービス見込量を基に積算しています。 

 

① 訪問系サービス 
 

  ア 提供サービスの概要 
 

   項  目  備     考 

 居宅介護 

 居宅での入浴、排泄及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等

の家事並びに生活等に関する相談及び助言その他の生活全般に

わたるサービス 

 重度訪問介護 

 重度の肢体不自由又は重度の知的障がい若しくは精神障がいに

より行動上著しい困難を有するため、常時介護を必要とする人へ

の居宅での長時間にわたる介護や移動中の介護などの総合的な

サービス 

 同行援護 

 視覚障がいにより移動に著しい困難を有する人に対し、外出時

に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護を

行うサービス 

 行動援護 

 自己判断力が制限されている人（自閉症、てんかん等の重度の知

的障がいのある人又は統合失調症等の重度の精神に障がいのある

人であって、危険回避ができない、自傷、異食、徘徊等の行動障が

いに対する援護を必要とする人）が行動する際の危険を回避する

ためのサービス 

  

重度障害者等包括 

支援 

 常時介護を要する障がいのある人であって、その介護の必要の

程度が著しく高い人のサービス利用計画に基づく、居宅介護等複

数の包括的サービス 
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  イ サービス見込量 
 

 
第４期計画 第５期計画 

項   目 単位 
29年度 

(実績見込) 
30年度 31年度 32年度 

居宅介護 
人分 1,767 1,885 1,995 2,097 

時間分 25,649 27,489 28,990 30,399 

重度訪問介護 
人分 40 53 59 68 

時間分 10,220 11,350 11,764 13,403 

同行援護 
人分 250 281 302 321 

時間分 4,467 4,801 5,079 5,371 

行動援護 
人分 96 118 136 151 

時間分 1,551 1,802 2,105 2,349 

重度障害者等包括支援 
人分 0 5 6 7 

時間分 0 300 304 329 
 

 

  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

 

  ○ 事業者に対して広く情報提供を行い、サービスの周知を図ります。 

（健康福祉部障害福祉課） 

  ○ 重度訪問介護、行動援護、同行援護など専門的な知識・技能を要する分野を中心に、

居宅介護従事者の養成を推進します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

  ○ 在宅における重度障がい者の支援のため、重度訪問介護従業者研修や介護職員等に

よるたん吸引等の研修を実施します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

（健康福祉部医療福祉連携推進課） 

 

② 日中活動系サービス（生活介護） 

 

  ア 提供サービスの概要 

   

  項   目  備     考 

 生活介護 

 常時介護を要する障害支援区分３以上（50歳以上は障害支援区

分２以上）の人を対象とし、主として昼間において、障害者支援

施設等で入浴、排泄又は食事の介護、創作的活動又は生産活動の

機会を提供するサービス 
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  イ サービス見込量 
 

 
第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

生活介護 
人分 4,695 4,836 4,996 5,156 

人日分 90,780 93,593 96,996 99,866 

 
 

  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

 

  ○ 利用ニーズに応じたサービスの確保ができるよう、既存のサービス提供事業所と連

携します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

 

 

③ 日中活動系サービス（自立訓練） 

 

  ア 提供サービスの概要 

   

 項  目  備     考 

 自立訓練 

 （機能訓練） 

 病院を退院し、身体的リハビリテーションの継続が必要な身体

に障がいのある人等を対象とし、地域生活を 営む上で必要な身

体機能の維持・回復等のための訓練を行うサービス 

 自立訓練 

 （生活訓練） 

 病院や施設を退院・退所した人などで社会的リハビリテーショ

ンの実施が必要な人を対象とし、地域生活を営む上で必要な生活

能力の維持・向上を図るための訓練を行うサービス 

 

 

  イ サービス見込量 
 

 
第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

自立訓練（機能訓練） 
人分 3 12 13 19 

人日分 80 191 206 356 

自立訓練（生活訓練） 
人分 148 190 209 230 

人日分 2,294 3,016 3,325 3,646 
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  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

 

  ○ 新規参入事業者に対して広く情報提供を行うとともに、既存事業所に対しても、多

機能型による事業運営について提案します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

  ○ 病院や施設を退院・退所した人など、対象となる者が限定されており、確保可能な

事業所数が限られることから、市町村の協議会や圏域障害者総合支援推進会議等を通

じて、サービスが不足する地域を把握するとともに、広域的な見地で事業所の確保に

努めます。 

（健康福祉部障害福祉課） 

 

 

 

④ 日中活動系サービス（就労系サービス） 
 

  ア 提供サービスの概要 

   

  項  目  備     考 

 就労移行支援 

 就職を希望する人に、生産活動等の活動の機会を通じて、就労

に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練等を行うサー

ビス 

 就労継続支援（Ａ型） 

 通常の事業所に雇用されることが困難な人に就労の機会を提供

するとともに、生産活動その他の活動の機会を通じて、知識及び

能力の向上のために必要な訓練等を行う、一般雇用に近い形態の

サービス 

 就労継続支援（Ｂ型） 

 通常の事業所に雇用されることが困難な障がいのある人に就労

の機会を提供するとともに、生産活動その他の活動の機会の提供

を通じて、知識及び能力の向上のために必要な訓練等を行う、従

来の福祉的就労(障害者授産施設）に近い形態のサービス 

 

 就労定着支援 

 就労移行支援等の利用を経て一般就労し、就労に伴う環境変化

により生活面の課題が生じている方に対し、その就労先企業や関

係機関等との連絡調整及び課題解決に向けた支援等を行うサー

ビス 
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  イ サービス見込量 

 

 
第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

就労移行支援 
人分 467 520 575 625 

人日分 7,085 7,907 8,744 9,504 

就労継続支援（A型） 
人分 2,291 2,405 2,551 2,677 

人日分 44,284 47,160 50,024 52,585 

就労継続支援（B型） 
人分 2,805 2,995 3,158 3,318 

人日分 48,085 51,343 54,224 57,046 

就労定着支援 人分 - 75 152 205 

  （注）就労定着支援は平成30年度からのサービスであるため、平成29年度実績はない。 

    

  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

 

  ○ 新規参入事業者に対して、サービス利用者の動向や圏域で不足しているサービス等

に関する情報提供を行うとともに、設置予定市町村からも指導助言等が得られるよう

市町村と情報共有を行います。 

（健康福祉部障害福祉課） 

  ○ 就労移行支援事業については、標準的な利用期間の定めがあり、一定期間以上の継

続的な利用が制限されています。このため、経営上、大人数の定員設定が難しいこと

から、既存の就労系サービス事業所に対して、多機能型による事業運営について提案

します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

○ 就労系サービス事業の特に就労継続支援（Ａ型）事業所には、社会福祉事業の経験の

少ない管理者や従業者が多いことから、サービスを提供するうえでの必要な知識や理解

を深めるための研修等を実施し、支援の質の向上を図ります。 

（健康福祉部障害福祉課） 
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⑤ 日中活動系サービス（療養介護） 

 

  ア 提供サービスの概要 

   

 項  目  備     考 

 療養介護 

 常時医療を要する障がいのある人であって常時介護を要する人

に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理下に

おける介護及び日常生活の世話を行うサービス 

 

  イ サービス見込量 

 
第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

療養介護 人分 214 224 232 240 

 

  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

○ 県立希望が丘こども医療福祉センター、岐阜県総合医療センター重症心身障がい児施設

すこやかと、国立病院機構長良医療センターとの連携・役割分担により、重症心身障がい

児者の入所需要に対応するとともに、今後 18 歳以上の重症心身障がい者の入所需要の増

加が見込まれることから、療養介護施設の整備に向けた検討を進めます。 

（健康福祉部障害福祉課） 

（健康福祉部医療福祉連携推進課） 

  ○ 障がい児者医療を支える医療人材を育成するため、重度障がい児者の医療や看護等

に必要となる知識・技術に関する専門的な研修を実施します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

（健康福祉部医療福祉連携推進課） 

 

⑥ 日中活動系サービス（短期入所） 

 

  ア 提供サービスの概要 

   

 項   目  備     考 

 福祉型短期入所 

 病気などで家族・保護者等による介護が受けられない等の理由

により、一時的な期間での障害者支援施設等への宿泊を伴う入

所・介護のサービス 

 

 

 

 医療型短期入所 

 病気などで家族・保護者等による介護が受けられない等の理由

により、一時的な期間での医療機関への宿泊を伴う入所・介護の

サービス 
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  イ サービス見込量 

 
第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

短期入所（福祉型） 
人分 752 827 891 941 

人日分 3,448 3,790 4,075 4,300 

短期入所（医療型） 
人分 179 211 243 275 

人日分 673 780 847 932 

 
        

  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

○ 日常的に医療的ケアを必要とする重度障がい児者（医療的ケア児等）の家族が、身近な

地域で安心してレスパイトサービスが利用できるよう、医療・福祉人材の育成・確保や事

業所への運営支援等を通じて、医療型短期入所事業を実施する医療機関の増加を図ります。 

（健康福祉部障害福祉課） 

（健康福祉部医療福祉連携推進課） 

○ 医療的ケアの実態に対応した短期入所の報酬単価の設定を必要に応じ国へ要望する

とともに、引き続き受け入れ拡大につながる支援策を実施していきます。 

（健康福祉部障害福祉課） 

（健康福祉部医療福祉連携推進課） 

 

 
 ⑦ 居住系サービス 
 

  ア 提供サービスの概要 

   

 項  目  備     考 

施設入所支援 
常時介護を要する障害支援区分４以上（50 歳以上は障害支援区

分３以上）の人に主として夜間において、障害者支援施設等で入

浴、排泄又は食事の介護、創作的活動又は生産活動の機会を提供

するサービス 

共同生活援助 

（グループホーム） 

共同生活を行う住宅で、相談や日常生活上の援助、介護を行う

サービス 

 自立生活援助 

 

共同生活を行う住宅で、相談や日常生活上の援助、介護を行う

サービス 
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  イ サービス見込量 

 
第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

施設入所支援 人分 2,292 2,292 2,292 2,292 

共同生活援助 人分 1,090 1,220 1,293 1,409 

自立生活援助 人分 - 75 103 128 

  （注）施設入所支援のサービス見込量は、目標値や県内の向こう３年間の待機者数を踏まえて 

算出したため、各圏域の合計とは異なる。 

自立生活援助は平成 30 年度からのサービスであるため、平成 29 年度実績はない。 

 

  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

 

○ 地域で暮らすための住まいの場として、グループホームの整備を促進し、施設入所者や

入院患者が地域生活に移行できるようにするとともに、同居している介護者の高齢化等も

視野に入れた、在宅からの移行に対応する観点からも整備を推進します。また、グループ

ホームの整備に当たって、地域住民の理解が得られやすいように、障がい者及びグループ

ホームに対する理解の促進を図ります。 

（健康福祉部障害福祉課） 

 

  ○ 障がい者の地域生活を支えるために、相談、体験の機会、緊急時の受入れなど、居住支

援機能と地域支援機能を持った地域生活支援拠点等を各圏域に整備します。 

そのために、相談支援特別アドバイザー、圏域サポーターを市町村等に派遣し、整備に

向けた助言を行うとともに、圏域障がい者自立支援推進会議において、地域の関係機関の

調整を行います。 

また、地域の関係機関を対象に、地域生活拠点等の整備・運営に関する研修会を開催し

ます。 

（健康福祉部障害福祉課） 

 

○ 障がい者支援施設と地域との交流の促進、地域生活支援拠点の確保をテーマとした

障がい者支援施設等に対する研修会を開催し、地域生活をバックアップする体制を整

備することにより安心して生活ができる環境づくりを検討・推進します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

 

  ○ 重度の障がい者を中心とした施設入所支援に係る正確な需要を把握するために、調

査を実施します。 

（健康福祉部障害福祉課） 
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⑧ 相談支援 

 

  ア 提供サービスの概要 

   

 項  目  備     考 

 計画相談支援  支給決定前のサービス等利用計画案及び支給決定後の計画の作

成、一定の期間後にサービス等の利用状況の検証を行い計画の見

直しを行うサービス 

 地域移行支援  住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に

関する相談その他の便宜を提供するサービス 

 地域定着支援  常時の連絡体制を確保し、障がいの特性に起因して生じた緊急

の事態等に相談その他の便宜を提供するサービス 

 

  イ サービス見込量 
 

 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

計画相談支援 人分 3,606 3,994 4,179 4,384 

地域移行支援 人分 3 27 35 43 

地域定着支援 人分 2 27 32 43 
 

 

 

  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

 

  ○ 平成３１年度に、国において相談支援従事者研修制度の見直しが予定されているこ

とから、その内容を踏まえながら、新しい研修体系を整備し、相談支援提供体制の量

と質の確保を図ります。 

（健康福祉部障害福祉課） 

  ○ 地域における相談支援ネットワークにおいて、リーダーとして活躍できる人材を養

成します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

  ○ 市町村において総合的な相談支援業務や権利擁護・地域移行等の施策を担う基幹相

談支援センターの設置を促進します。 

    また、設置にあたっては、相談支援を担う機関・団体との調整が必要になることか

ら、市町村の協議会や圏域障害者自立支援推進会議と連携してまいります。 

（健康福祉部障害福祉課） 
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（２）圏域ごとの障害福祉サービス等の見込量について 

 

① 岐阜圏域 

○訪問系サービス 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

居宅介護 
人分 776 831 882 934 

時間分 12,718 13,614 14,395 15,224 

重度訪問介護 
人分 13 17 20 25 

時間分 4,828 5,423 5,794 7,084 

同行援護 
人分 111 121 129 137 

時間分 2,757 2,895 3,030 3,195 

行動援護 
人分 21 23 34 41 

時間分 349 373 537 634 

重度障害者等包括支援 
人分 0 0 1 1 

時間分 0 0 4 4 

      
      

○日中活動系サービス 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

生活介護 
人分 1,634 1,683 1,726 1,774 

人日分 30,975 31,663 32,573 33,497 

自立訓練（機能訓練） 
人分 2 4 5 7 

人日分 66 95 110 160 

自立訓練（生活訓練） 
人分 68 81 87 98 

人日分 1,057 1,241 1,335 1,538 

就労移行支援 
人分 165 178 192 204 

人日分 2,432 2,643 2,846 3,033 

就労継続支援（A型） 
人分 1,066 1,114 1,156 1,192 

人日分 20,690 21,577 22,407 23,135 

就労継続支援（B型） 
人分 1,046 1,103 1,158 1,218 

人日分 18,794 19,828 20,912 22,023 

就労定着支援 人分 - 35 70 102 

療養介護 人分 72 73 77 80 

短期入所（福祉型） 
人分 194 208 227 233 

人日分 761 827 905 937 

短期入所（医療型） 
人分 129 145 161 177 

人日分 497 536 567 599 
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○居住系サービス 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

施設入所支援 人分 786 781 774 766 

共同生活援助 人分 413 452 492 564 

自立生活援助 人分 - 21 26 38 

      
      

○相談支援 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

計画相談支援 人分 1,066 1,239 1,291 1,353 

地域移行支援 人分 1 7 10 15 

地域定着支援 人分 1 6 9 14 

      
      

 

 

 

 

 

 

② 西濃圏域 
 

○訪問系サービス 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

居宅介護 
人分 281 300 312 323 

時間分 3,992 4,308 4,473 4,628 

重度訪問介護 
人分 10 15 15 16 

時間分 2,118 2,413 2,415 2,718 

同行援護 
人分 40 44 46 48 

時間分 537 574 596 622 

行動援護 
人分 49 58 61 66 

時間分 882 1,012 1,102 1,208 

重度障害者等包括支援 
人分 0 1 1 2 

時間分 0 80 80 105 
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○日中活動系サービス 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

生活介護 
人分 889 907 942 966 

人日分 17,474 17,926 18,592 19,048 

自立訓練（機能訓練） 
人分 0 4 4 6 

人日分 0 32 32 62 

自立訓練（生活訓練） 
人分 22 25 26 27 

人日分 382 450 470 480 

就労移行支援 
人分 91 100 107 115 

人日分 1,425 1,649 1,763 1,893 

就労継続支援（A型） 
人分 331 362 391 421 

人日分 6,344 7,073 7,633 8,174 

就労継続支援（B型） 
人分 491 526 559 594 

人日分 8,413 9,205 9,790 10,415 

就労定着支援 人分 - 15 30 34 

療養介護 人分 42 43 43 44 

短期入所（福祉型） 
人分 130 146 157 169 

人日分 741 866 936 1,006 

短期入所（医療型） 
人分 8 12 13 15 

人日分 25 52 56 71 

 

      

○居住系サービス 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

施設入所支援 人分 339 336 333 326 

共同生活援助 人分 201 235 253 273 

自立生活援助 人分 - 8 12 15 

      
      

○相談支援 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

計画相談支援 人分 930 959 993 1,027 

地域移行支援 人分 1 12 14 15 

地域定着支援 人分 0 13 13 16 
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③ 中濃圏域 

 

○訪問系サービス 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

居宅介護 
人分 230 248 258 269 

時間分 3,193 3,473 3,552 3,624 

重度訪問介護 
人分 3 4 6 7 

時間分 19 47 57 69 

同行援護 
人分 36 41 43 44 

時間分 527 564 601 630 

行動援護 
人分 11 17 18 19 

時間分 76 98 106 112 

重度障害者等包括支援 
人分 0 0 0 0 

時間分 0 0 0 0 

      
      

○日中活動系サービス 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

生活介護 
人分 972 1,023 1,066 1,116 

人日分 18,654 19,840 20,666 21,654 

自立訓練（機能訓練） 
人分 0 0 0 1 

人日分 0 0 0 20 

自立訓練（生活訓練） 
人分 14 33 38 42 

人日分 262 633 719 777 

就労移行支援 
人分 48 60 71 82 

人日分 753 859 995 1,141 

就労継続支援（A型） 
人分 408 420 462 504 

人日分 7,644 8,438 9,271 10,198 

就労継続支援（B型） 
人分 452 506 539 574 

人日分 7,404 8,182 8,718 9,285 

就労定着支援 人分 - 12 25 30 

療養介護 人分 35 37 39 41 

短期入所（福祉型） 
人分 197 221 233 243 

人日分 1,163 1,257 1,328 1,374 

短期入所（医療型） 
人分 15 20 27 33 

人日分 56 74 91 111 
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○居住系サービス 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

施設入所支援 人分 472 473 469 466 

共同生活援助 人分 237 249 258 266 

自立生活援助 人分 - 15 22 31 

      
      

○相談支援 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

計画相談支援 人分 467 538 592 651 

地域移行支援 人分 0 4 7 9 

地域定着支援 人分 0 4 6 9 

      
      

 

 

 

 

 

 

④ 東濃圏域 
 

○訪問系サービス 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

居宅介護 
人分 237 254 268 283 

時間分 2,841 3,080 3,274 3,475 

重度訪問介護 
人分 12 14 15 17 

時間分 3,228 3,421 3,451 3,486 

同行援護 
人分 28 31 34 36 

時間分 358 400 442 462 

行動援護 
人分 10 14 17 19 

時間分 70 134 175 210 

重度障害者等包括支援 
人分 0 3 3 3 

時間分 0 200 200 200 
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○日中活動系サービス 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

生活介護 
人分 751 767 790 822 

人日分 14,847 15,198 15,886 16,265 

自立訓練（機能訓練） 
人分 1 2 2 2 

人日分 14 34 34 84 

自立訓練（生活訓練） 
人分 22 27 34 38 

人日分 264 333 422 469 

就労移行支援 
人分 121 141 159 176 

人日分 1,934 2,242 2,527 2,794 

就労継続支援（A型） 
人分 341 356 377 393 

人日分 6,789 7,057 7,465 7,787 

就労継続支援（B型） 
人分 491 505 521 538 

人日分 8,727 8,983 9,285 9,605 

就労定着支援 人分 - 9 19 26 

療養介護 人分 39 43 45 47 

短期入所（福祉型） 
人分 161 176 191 206 

人日分 335 360 384 409 

短期入所（医療型） 
人分 19 22 25 28 

人日分 81 95 105 113 

 

 

 
     

○居住系サービス 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

施設入所支援 人分 396 401 406 409 

共同生活援助 人分 140 148 153 156 

自立生活援助 人分 - 10 11 12 

      
      

○相談支援 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

計画相談支援 人分 279 345 363 380 

地域移行支援 人分 0 2 2 2 

地域定着支援 人分 0 2 2 2 
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⑤ 飛騨圏域 
 

○訪問系サービス 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

居宅介護 
人分 243 252 275 288 

時間分 2,905 3,014 3,296 3,448 

重度訪問介護 
人分 2 3 3 3 

時間分 27 47 47 47 

同行援護 
人分 35 44 50 56 

時間分 288 368 410 462 

行動援護 
人分 5 6 6 6 

時間分 175 185 185 185 

重度障害者等包括支援 
人分 0 1 1 1 

時間分 0 20 20 20 

      
      

○日中活動系サービス 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

生活介護 
人分 449 456 472 478 

人日分 8,830 8,966 9,279 9,402 

自立訓練（機能訓練） 
人分 0 2 2 2 

人日分 0 30 30 30 

自立訓練（生活訓練） 
人分 22 24 24 25 

人日分 329 359 359 382 

就労移行支援 
人分 42 41 46 48 

人日分 541 514 613 643 

就労継続支援（A型） 
人分 145 153 165 167 

人日分 2,817 3,015 3,248 3,291 

就労継続支援（B型） 
人分 325 355 381 394 

人日分 4,747 5,145 5,519 5,718 

就労定着支援 人分 - 4 8 13 

療養介護 人分 26 28 28 28 

短期入所（福祉型） 
人分 70 76 83 90 

人日分 448 480 522 574 

短期入所（医療型） 
人分 8 12 17 22 

人日分 14 23 28 38 
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○居住系サービス 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

施設入所支援 人分 268 271 273 269 

共同生活援助 人分 99 136 137 150 

自立生活援助 人分 - 21 32 32 

      
      

○相談支援 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

計画相談支援 人分 864 913 940 973 

地域移行支援 人分 1 2 2 2 

地域定着支援 人分 1 2 2 2 

      
      
 

 

 

 

 

 

⑥ 県合計 
 

○訪問系サービス 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

居宅介護 
人分 1,767 1,885 1,995 2,097 

時間分 25,649 27,489 28,990 30,399 

重度訪問介護 
人分 40 53 59 68 

時間分 10,220 11,350 11,764 13,403 

同行援護 
人分 250 281 302 321 

時間分 4,467 4,801 5,079 5,371 

行動援護 
人分 96 118 136 151 

時間分 1,551 1,802 2,105 2,349 

重度障害者等包括支援 
人分 0 5 6 7 

時間分 0 300 304 329 
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○日中活動系サービス 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

生活介護 
人分 4,695 4,836 4,996 5,156 

人日分 90,780 93,593 96,996 99,866 

自立訓練（機能訓練） 
人分 3 12 13 19 

人日分 80 191 206 356 

自立訓練（生活訓練） 
人分 148 190 209 230 

人日分 2,294 3,016 3,325 3,646 

就労移行支援 
人分 467 520 575 625 

人日分 7,085 7,907 8,744 9,504 

就労継続支援（A型） 
人分 2,291 2,405 2,551 2,677 

人日分 44,284 47,160 50,024 52,585 

就労継続支援（B型） 
人分 2,805 2,995 3,158 3,318 

人日分 48,085 51,343 54,224 57,046 

就労定着支援 人分 - 75 152 205 

療養介護 人分 214 224 232 240 

短期入所（福祉型） 
人分 752 827 891 941 

人日分 3,448 3,790 4,075 4,300 

短期入所（医療型） 
人分 179 211 243 275 

人日分 673 780 847 932 

      

○居住系サービス 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

施設入所支援 人分 2,261 2,262 2,255 2,236 

共同生活援助 人分 1,090 1,220 1,293 1,409 

自立生活援助 人分 - 75 103 128 

 

     
      

○相談支援 第４期計画 第５期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

計画相談支援 人分 3,606 3,994 4,179 4,384 

地域移行支援 人分 3 27 35 43 

地域定着支援 人分 2 27 32 43 
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第６章 国の基本指針に即して定める「第１期障害児福祉計画」 

 

１ 計画の策定にあたって 

 

（１）計画の性格及び位置付け 

  障害児福祉計画は、児童福祉法第33条の22に基づき、国の定める「基本指針」（※）に

即し、市町村障害児福祉計画の達成に資するため、広域的な見地から障害児通所支援、障

害児入所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保に関する計画を定めるものです。 

  今回初めて障害児福祉計画が規定され、障害者基本法に基づく障害者計画、障害者総合

支援法に基づく障害福祉計画とともに「第２期岐阜県障がい者総合支援プラン」の中で、

第１期計画として定めることとします（第６章）。 

 

  ※  国の定める「基本指針」 

   根拠規定：児童福祉法第33条の19（基本指針） 

厚生労働大臣は、障害児通所支援、障害児入所支援及び障害児相談支援の提供体制を整備

し、障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針を定めるものとする。 

→ 指針の内容については、135ページに掲載 

 

（２）第１期計画の期間 
 

第５期障害福祉計画と同様、平成30年度から平成32年度までの３年間とします。 

   

（３）障害保健福祉圏域の設定 

  第５期障害福祉計画と同様、障害児通所支援等の見込量等については、５つの障害保健福祉

圏域ごとに定めることとします。 

 

 （障害保健福祉圏域） 

 圏域名  区      域 

 岐阜圏域  岐阜市、羽島市、各務原市、山県市、瑞穂市、本巣市、羽島郡、本巣郡 

 西濃圏域  大垣市、海津市、養老郡、不破郡、安八郡、揖斐郡 

 中濃圏域  関市、美濃市、美濃加茂市、可児市、郡上市、加茂郡、可児郡 

 東濃圏域  多治見市、中津川市、瑞浪市、恵那市、土岐市 

 飛騨圏域  高山市、飛騨市、下呂市、大野郡 

 

 



- 118 - 

 

（４）計画の推進体制 

 第５期障害福祉計画と同様、目標等については、年に１回は実績を把握し、障がい児施策

や関連施策の動向を踏まえながら分析及び評価を行い、必要に応じて障害児福祉計画の見直し

の措置を講じます。 

 

①岐阜県障がい者総合支援懇話会等との協働 

第５期障害福祉計画と同様、障害児福祉計画を推進するために、「岐阜県障がい者総合

支援懇話会」等で意見を聴き、実践活動面で障害児福祉計画の推進に資するよう関係者間

の協働を図ります。 

 

②岐阜県障害者施策推進協議会への協議 
 

   第５期障害福祉計画と同様、障害児福祉計画の進捗状況等を「岐阜県障害者施策推進

協議会」に報告し、適切な進行管理と評価を行います。 

   また、障害児福祉計画を見直す場合は、県民に広く意見募集するとともに岐阜県障害

者施策推進協議会において、その内容を協議します。 

 
 

（５）障害児通所支援等の見込量の算出 
 

   第１期障害児福祉計画の目標年度である平成32年度における障害児通所支援等の見込量

は、市町村の報告数値を基礎として、これまでの実績を踏まえ、算出しました。 

 

①市町村との調整 

   市町村は障害児通所支援等の見込量や目標数値等について、これまでの実績を踏まえ、

各種調査や有識者会議等を実施したうえで計画数値を見込んでいます。 

     県においては市町村ごとの障害児通所支援等の見込量を合計したうえで、種類ごとに

精査・調整を行い、見込量を定めました。 
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２ 数値（成果）目標 

 

（１）平成32年度の数値（成果）目標の設定 

   

国の基本指針では、①障害児支援の提供体制の整備等について、地域の実情を踏まえ、平

成32年度の数値（成果）目標を設定することとされています。 

  本計画では、国の基本指針を踏まえ、平成32年度の数値目標を次のとおり設定します。 

 

① 障害児支援の提供体制の整備等 
 

 ア 数値目標の設定 
 

  【国の基本指針】 

・平成32年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１ヵ所以上設置 

することを基本として、地域の実情を踏まえて設定。（困難な場合は、圏域での設置 

であっても差し支えない） 

・平成32年度末までに、全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を 

構築することを基本として、地域の実情を踏まえて設定。 

・平成32年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所を各市町村 

に少なくとも１ヵ所以上確保することを基本として地域の実情に応じて設定。 

（困難な場合は、圏域での確保であっても差し支えない） 

・平成32年度末までに、主に重症心身障害児を支援する放課後等デイサービス事業所を 

各市町村に少なくとも１ヵ所以上確保することを基本として地域の実情に応じて設定。

（困難な場合は、圏域での確保であっても差し支えない） 

・平成30年度末までに、医療的ケア児が適切な支援を受けられるよう、各都道府県、各 

圏域及び各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連 

携を図るための協議の場を設置することを基本として、地域の実情を踏まえて設定。 

（市町村単独での設置が困難な場合は、都道府県が関与した上で圏域での設置であっ 

ても差し支えない） 

▼ 

  【県の数値目標】 

・平成32年度末までに、圏域ごとに、児童発達支援センターを設置することを目指しま 

す。 

・平成32年度末までに、全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を 

構築することを目指します。 

・平成32年度末までに、圏域ごとに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事 

 業所を確保することを目指します。 

・平成32年度末までに、圏域ごとに、主に重症心身障がい児を支援する放課後等デイサ 

 ービス事業所を確保することを目指します。 

・平成30年度末までに、県、各圏域及び各市町村（圏域での設置を含む）において、医 

 療的ケア児が適切な支援を受けられるよう協議の場を設置することを目指します。 
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 【数値目標の積算】   

項   目 H28年度実績 H32年度目標 
① 【目標値】 

圏域ごとに、児童発達支援センターを設置 
- 圏域ごとに設置 

② 【目標値】 

全ての市町村において、保育所等訪問支援を

利用できる体制を構築 

- 42市町村 

③ 【目標値】 

圏域ごとに、主に重症心身障がい児を支援す

る児童発達支援事業所を確保 

- 圏域ごとに確保 

④ 【目標値】 

圏域ごとに、主に重症心身障がい児を支援す

る放課後等デイサービス事業所を確保 

- 圏域ごとに確保 

 

 

項   目 設置主体 H28年度実績 H30年度目標 備考 

⑤ 【目標値】 

医療的ケア児支援の

ための関係機関の協

議の場の設置 

県 １ヵ所 １ヵ所  

圏域 ２圏域 ５圏域  

市町村 

（圏域での設置を含む） 
14市町村 42市町村 

困難な場合は圏域で
の設置でも差し支え
ない。 

 

イ 数値目標設定の考え方 

○ 児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指すため、

圏域ごとに、児童発達支援センターを設置することを目標とします。 

○ 障がい児の地域社会への参加、包容を推進するため、全ての市町村において、保

育所等訪問支援を利用できる体制を構築することを目標とします。 

○ 重症心身障がい児が身近な地域で支援を受けられるように、圏域ごとに、主に重

症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所を

確保することを目標とします。 

○ 医療的ケア児が適切な支援を受けられるよう、県、各圏域、各市町村（圏域での

設置を含む）それぞれにおいて、保健・医療・障害福祉・保育・教育等の関係機関

等が連携を図るための協議の場を設置することを目標とします。 
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ウ 指定障害児入所施設の必要定員総数の設定 
 

○ 国の基本指針では、各年度の指定障害児入所施設の必要入所定員総数を定めること

とされているため、これまでの実績及び地域の実情を踏まえ、次のとおり設定します。 

 

【指定障害児入所施設の必要定員総数】 

 
区   分 

H28年度 

（実績） 

H29年度 

（見込） 

H30年度 

(見込) 

 H31年度 

（見込） 

 H32年度 

（見込） 

障害児入所施設定員数 337人 327人 327人 327人 327人 

 

（２）平成32年度の活動指標の設定 

   

国の基本指針では、障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標を達成するため、活動

指標を平成32年度の活動指標を見込むことが適当であるとされています。 

  本計画では、国の基本指針を踏まえ、平成32年度の活動指標及び見込量を次のとおり設

定します。 

 

【医療的ケア児に対する支援 活動指標】 

事 項 H28年度実績 H32年度見込 

(1)医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネ

ーターの配置人数 
０人 60人 

 

【発達障害者等に対する支援 活動指標】（再掲） 

事 項 H28年度実績 H32年度見込 

(1)発達障害者支援地域協議会の開催回数 ２回 ２回 

(2)発達障害者支援センターによる相談支援件数  2,595件 2,600件 

(3)発達障害者支援センターの関係機関への助言件数 321件 320件 

(4)発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への助言件数 270件 270件 

(5)発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャー

の外部機関や地域住民への研修、啓発件数 
297件 300件 

 

また、国の基本指針では、障がい児の子ども・子育て支援等の利用ニーズの把握及びその

提供体制の整備について示されています。 

  本計画では、国の基本指針を踏まえ、子ども・子育て支援等の利用を希望する障がい児

が希望に沿った利用ができるよう、障がい児の受入れに関する見込量を次のとおり設定し

ます。 

 

【障がい児の受入れに関する見込量】 

種別 H30年度見込 H31年度見込 H32年度見込 

保育所 502人 475人 463人 

認定こども園  150人 179人 194人 

放課後児童健全育成事業 256人 260人 269人 
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３ 障害児通所支援等の見込量と確保策等 

 

（１）障害児通所支援等の見込量と確保策等 

 

 国の基本指針では、都道府県障害児福祉計画の作成に関する事項として、区域ごとの各年

度の障害児通所支援等の種類ごとの必要な量の見込み及びその見込量の確保のための方策及

びその質の向上のために講ずる措置を定めることとされています。 

 第１期障害児福祉計画においては、平成29年度までの障害児通所支援等の実績（見込）を

踏まえ、平成30年度～32年度のサービス見込量を定めるとともに、その確保及び質の向上に

関する方策を定めました。 

 今後は、この方策に基づき、県と市町村が協働して、障害児通所支援等の計画的かつ着実

な整備を進めていきます。また、整備にあたっては、サービス提供事業者に働きかけを行う

とともに、サービスの質の向上につながる支援を行います。 

  なお、サービス見込量は、各市町村におけるサービス見込量を基に積算しています。 

 

 

 ① 障害児通所支援 

 

ア 提供サービスの概要 

   

  項   目  備     考 

 児童発達支援 
 通所による日常生活における基本的な動作の指導、集団生

活への適応訓練等を行う支援 

 医療型児童発達支援 
 治療及び通所による日常生活における基本的な動作の指

導、集団生活への適応訓練等を行う支援 

 放課後等デイサービス 
 通所による日常生活における基本的な動作の指導、集団生

活への適応訓練等を行う支援 

 保育所等訪問支援 
 保育所等を訪問し、集団生活への適応のための専門的な支援

を行う支援 

 居宅訪問型児童発達支援 
 居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、集団

生活への適応訓練等を行う支援 
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  イ サービス見込量 

 
  第１期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

児童発達支援 
人分 3,108 3,304 3,403 3,481 

人日分 13,529 14,460 14,919 15,331 

医療型児童発達支援 
人分 127 138 145 149 

人日分 759 885 925 954 

放課後等デイサービス 
人分 2,808 3,098 3,374 3,656 

人日分 30,537 34,460 38,082 42,170 

保育所等訪問支援 
人分 106 188 204 233 

人日分 133 256 286 342 

居宅訪問型児童発達支援 
人分 - 29 41 56 

人日分 - 116 166 222 

 （注）居宅訪問型児童発達支援は平成30年度からの支援であるため、平成29年度実績はない。 

 

 

 ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

 

  ○ 市町村による障がい児の療育支援体制の確保のため、市町村や児童発達支援事業所

等のニーズに応じ、県立希望が丘こども医療福祉センターの医師等の医療従事者や作

業療法士等の派遣、関係職員の専門研修により、関係機関の障がい児支援技術の向上

等を図ります。 

（健康福祉部障害福祉課） 

（健康福祉部医療福祉連携推進課） 

○ 発達障がい児に対する地域支援機能を強化するため、各圏域に「圏域発達障がい支援

センター」を設置し、児童発達支援事業所等に対し、研修、連絡調整、助言等を行いま

す。 

（健康福祉部子育て支援課） 

（健康福祉部障害福祉課） 

○ 就学時及び卒業時における支援体制の円滑な移行、学校と障害児通所支援事業所等の緊

密な連携等を図り、県・市町村内で障がい児支援担当部局と教育委員会との連携体制を確

保します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

（教育委員会特別支援教育課） 

○ 国が定める「放課後等デイサービスガイドライン」の周知徹底や発達障がいに関する研

修等により、放課後等デイサービス事業所の質の向上を図ります。 

（健康福祉部障害福祉課） 
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② 障害児入所支援 

 

ア 提供サービスの概要 

   

  項   目  備     考 

 福祉型児童入所支援 
 入所による保護、日常生活の指導及び独立自活に必要な知識技

能の付与を行う支援 

 医療型児童入所支援 
入所による保護、日常生活の指導及び独立自活に必要な知識技

能の付与及び治療を行う支援 

 

  イ サービス見込量 

 
  第１期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

福祉型児童入所支援 人分 63 63 63 63 

医療型児童入所支援 人分 52 52 52 52 

 

 

  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

 

○ 医療型障害児入所施設「県立希望が丘こども医療福祉センター」や、「岐阜県総合

医療センター重症心身障がい児施設すこやか」、「国立病院機構長良医療センター」

との連携・役割分担により医療的ケアを必要とする重度障がい児（医療的ケア児等）

の入所ニーズに対応します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

（健康福祉部医療福祉連携推進課） 
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③ 障害児相談支援 

 

ア 提供サービスの概要 

   

 項  目  備     考 

 障害児相談支援 

So 

支給決定前の障害児支援利用計画案及び支給決定後の計画の

作成、一定の期間後にサービス等の利用状況の検証を行い計画の

見直しを行う支援 

 

 

  イ サービス見込量 

 
  第１期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

障害児相談支援 人分 1,932 2,188 2,376 2,574 

 

  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

 

○ 平成３１年度に、国において相談支援従事者研修制度の見直しが予定されていること

から、その内容を踏まえながら、新しい研修体系を整備し、相談支援提供体制の量と質

の確保を図ります。 

 

（健康福祉部障害福祉課） 
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（２）圏域ごとの障害児通所支援等の見込量について 

 

① 岐阜圏域 

 

○障害児通所、障害児入所、障害児

相談支援 
  第１期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

児童発達支援 
人分 836 918 947 977 

人日分 4,720 5,170 5,382 5,610 

医療型児童発達支援 
人分 114 115 119 121 

人日分 704 763 795 817 

放課後等デイサービス 
人分 1,163 1,,285 1,389 1,489 

人日分 14,378 16,038 17,235 18,379 

保育所等訪問支援 
人分 25 45 48 56 

人日分 39 75 84 101 

居宅訪問型児童発達支援 
人分 - 7 9 13 

人日分 - 38 46 60 

福祉型児童入所支援 人分 28 28 28 28 

医療型児童入所支援 人分 25 25 25 25 

障害児相談支援 人分 473 581 660 744 

 

② 西濃圏域 

 

○障害児通所、障害児入所、障害児

相談支援 
  第１期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

児童発達支援 
人分 758 782 801 818 

人日分 3,085 3,236 3,310 3,380 

医療型児童発達支援 
人分 8 9 9 10 

人日分 33 52 52 56 

放課後等デイサービス 
人分 461 493 527 560 

人日分 4,,718 5,082 5,400 5,744 

保育所等訪問支援 
人分 4 10 11 15 

人日分 9 20 22 33 

居宅訪問型児童発達支援 
人分 - 11 13 17 

人日分 - 42 54 74 

福祉型児童入所支援 人分 7 7 7 7 

医療型児童入所支援 人分 7 7 7 7 

障害児相談支援 人分 487 536 566 597 
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③ 中濃圏域 

 

○障害児通所、障害児入所、障害児

相談支援 
  第１期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

児童発達支援 
人分 655 677 695 713 

人日分 2,522 2,499 2,556 2,631 

医療型児童発達支援 
人分 3 9 10 11 

人日分 17 40 43 46 

放課後等デイサービス 
人分 558 624 689 765 

人日分 5,910 6,698 7,557 8,581 

保育所等訪問支援 
人分 55 62 63 64 

人日分 61 69 70 71 

居宅訪問型児童発達支援 
人分 - 3 4 4 

人日分 - 11 15 15 

福祉型児童入所支援 人分 11 11 11 11 

医療型児童入所支援 人分 9 9 9 9 

障害児相談支援 人分 214 252 265 279 

 

 

④ 東濃圏域 

 

○障害児通所、障害児入所、障害児

相談支援 
  第１期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

児童発達支援 
人分 436 467 490 493 

人日分 1,635 1,816 1,899 1,902 

医療型児童発達支援 
人分 0 2 2 2 

人日分 0 21 21 21 

放課後等デイサービス 
人分 351 396 454 512 

人日分 3,954 4,818 5,978 7,454 

保育所等訪問支援 
人分 12 41 45 48 

人日分 18 55 64 71 

居宅訪問型児童発達支援 
人分 - 7 12 18 

人日分 - 21 41 61 

福祉型児童入所支援 人分 8 8 8 8 

医療型児童入所支援 人分 6 6 6 6 

障害児相談支援 人分 192 209 238 270 

 



- 128 - 

 

 

⑤ 飛騨圏域 

 

○障害児通所、障害児入所、障害児

相談支援 
  第１期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

児童発達支援 
人分 423 460 470 480 

人日分 1,567 1,739 1,772 1,808 

医療型児童発達支援 
人分 2 3 5 5 

人日分 5 9 14 14 

放課後等デイサービス 
人分 275 300 315 330 

人日分 1,577 1,824 1,913 2,012 

保育所等訪問支援 
人分 10 30 37 50 

人日分 6 36 45 65 

居宅訪問型児童発達支援 
人分 - 1 3 4 

人日分 - 4 10 12 

福祉型児童入所支援 人分 9 9 9 9 

医療型児童入所支援 人分 5 5 5 5 

障害児相談支援 人分 566 610 647 684 

 

⑥ 県合計 

 

○障害児通所、障害児入所、障害児

相談支援 
  第１期計画 

項  目 単位 
29年度 

（実績見込） 
30年度 31年度 32年度 

児童発達支援 
人分 3,108 3,304 3,403 3,481 

人日分 13,529 14,460 14,919 15,331 

医療型児童発達支援 
人分 127 138 145 149 

人日分 759 885 925 954 

放課後等デイサービス 
人分 2,808 3,098 3,374 3,656 

人日分 30,537 34,460 38,082 42,170 

保育所等訪問支援 
人分 106 188 204 233 

人日分 133 256 286 342 

居宅訪問型児童発達支援 
人分 - 29 41 56 

人日分 - 116 166 222 

福祉型児童入所支援 人分 63 63 63 63 

医療型児童入所支援 人分 52 52 52 52 

障害児相談支援 人分 1,932 2,188 2,376 2,574 
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第７章 地域生活支援事業の実施に関する事項 
 

 

 地域生活支援事業は、相談支援、移動支援、コミュニケーション支援など、障がいのある

人たちが安心して自立した地域生活を営むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に

応じ、市町村及び都道府県が主体となって実施するものです。 

 このうち、都道府県においては、特に専門性の高い相談支援事業や広域的な対応が必要な

事業、指導者育成事業などを実施することとされています。 

 本県では、専門性・広域の視点から、次のような地域生活支援事業を展開していきます。 

 

 

１ 県が行う地域生活支援事業の実施に関する事項 

 

（１）専門性の高い相談支援事業 
 

特に専門性の高い相談について、必要な情報の提供等の便宜を供与し、障がい者等が自立

した日常生活又は社会生活を営むことができるようにすることを目的としています。 

 

  ① 発達障害者支援センター運営事業 
 
    発達障害者支援センターは、発達障がい児者に対する支援を総合的に行う地域の拠

点として、発達障がいに関する各般の問題について発達障がい児者及びその家族から

の相談に応じ、適切な指導又は助言を行うとともに、関係施設及び関係機関との連携

強化等により、発達障がい児者に対する地域における総合的な支援体制の整備を推進

し、もって、これらの発達障がい児者及びその家族の福祉の向上を図ることを目的と

します。 
 

○ 発達障がい児者やその家族からの相談に応じるとともに、関係機関との連携強化によ

り地域の総合的な支援体制の整備を推進します。 

（健康福祉部障害福祉課） 
         

延べ利用見込み者数 

年 度 30年度 31年度 32年度 

延べ利用見込み者数 2,500人 2,500人 2,500人 
 

 

 

 

  ② 高次脳機能障害支援普及事業 
  
    高次脳機能障がいに対する県全体の相談体制を強化し、医療関係者、県民及び市町

村職員等への普及・啓発を図ります。 
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  ○ 高次脳機能障害相談支援事業 

    相談体制を強化するため、支援拠点機関における相談を継続するとともに、身近な

地域において相談が可能となるよう、圏域ごとに設置したコーディネーターが引き続

き相談支援を行います。 

（健康福祉部保健医療課） 

  ○ 高次脳機能障害啓発･人材養成事業 

    高次脳機能障がいについては、普及・啓発を継続することで、徐々に認知されるよ

うになってきましたが、まだ社会的な理解が十分ではないため、さらに普及・啓発活

動を継続していきます。 

（健康福祉部保健医療課） 

  ○ 地域連携型の支援システムの構築 

高次脳機能障がいに対する医療やリハビリテーションを身近な地域で受けること

ができるよう、圏域ごとに指定した協力医療機関と支援拠点病院が連携を強化してい

きます。さらに、安心して地域生活が送れるよう、圏域コーディネーターが所属する

地域支援協力機関とも連携し、地域連携型の支援システムを構築します。 

（健康福祉部保健医療課） 

実施見込み箇所数・実利用見込み者数 

年 度 30年度 31年度 32年度 

実施見込み箇所数 ５ヵ所 ５ヵ所 ５ヵ所 

実利用見込み者数 1,700人 1,700人 1,700人 

 

 

  ③ 障害児等療育支援事業 
 

  ○ 在宅障がい児者の地域生活を支援するため、身近な地域で療育指導、生活指導及び

相談等が受けられる体制の確立を目指します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

  ○ 各拠点施設の専門的な職員が、訪問療育、外来療育、相談及び保育所等への技術的

指導を行います。 

【事業の具体的内容】 

ア 訪問による療育指導 

イ 外来による専門的な療育相談、指導 

ウ 障がい児の通う保育所や幼稚園等の職員の療育技術の指導 

  （健康福祉部障害福祉課） 

    圏域ごとの障害児療育等支援事業実施見込み箇所数（拠点施設数） 

 岐 阜 西 濃 中 濃 東 濃 飛 騨 合 計  

１ヵ所 １ヵ所 ２ヵ所 １ヵ所 １ヵ所 ６ヵ所 

          

実施見込み箇所数 

年 度 30年度 31年度 32年度 

実施見込み箇所数 ６ヵ所 ６ヵ所 ６ヵ所 
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 （２）専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業 
 

手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員を養成することにより、聴覚、言語

機能、音声機能等の障がいのため、意思疎通を図ることに支障がある障がい者等の自立した

日常生活又は社会生活を営むことができるようにすることを目的としています。 

 

  ① 手話通訳者・要約筆記者養成研修事業 
 

○ 身体障がい者福祉の概要や手話通訳又は要約筆記の役割・責務等について理解ができ、

手話通訳に必要な手話語彙、手話表現技術及び基本技術を習得した手話通訳者並びに要

約筆記に必要な要約技術及び基本技術を習得した要約筆記者を養成します。 

また、現任者に対するスキルアップ研修の実施により資質の向上を図ります。 

（健康福祉部障害福祉課） 

合格者数※ 

年 度 通訳・筆記 30年度 31年度 32年度 

 

合格者数累計 

手話通訳者 20人 26人 33人 

要約筆記者（手書） 57人 63人 69人 

要約筆記者（PC） 32人 37人 42人 

  ※手話通訳者及び要約筆記者（手書・PC）は養成研修終了後、統一試験を受験し合格するこ

とで、手話通訳者・要約筆記者（手書・PC）となります。 

 
 

② 盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業 

○ 盲ろう者の自立と社会参加を図るため、盲ろう者向け通訳・介助員を養成するとともに、

現任者に対するスキルアップ向上を図ります。 

（健康福祉部障害福祉課） 

実養成講習修了見込み者数 

年 度 30年度 31年度 32年度 

実養成講習修了見込み者数 15人 15人 15人 

 
 

③ 失語症意思疎通支援養成事業 

○ 失語症者に対する意思疎通支援者を養成し、失語症者の社会参加を支援します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

意思疎通支援者講習終了見込み者数 

年 度 30年度 31年度 32年度 

講習修了見込み者数 13人 13人 13人 
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（３）専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業 
   

 特に専門性の高い意思疎通支援を行う者を派遣する体制を整備することにより、広域的な

派遣や市町村での実施が困難な派遣等を可能とし、意思疎通を図ることが困難な障がい者等

が自立した日常生活又は社会生活を行うことができるようにすることを目的としています。 

 

① 手話通訳者・要約筆記者派遣事業 
 
○ 聴覚障がい者の自立と社会参加を図るため、障がい福祉関係団体が主催又は共催する広

域的な行事に、手話通訳者又は要約筆記者を派遣します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

実利用見込み件数 

年 度 通訳・筆記 30年度 31年度 32年度 

 

実利用見込み件数 

手話通訳者 300件 300件 300件 

要約筆記者（手書） 60件 60件 60件 

要約筆記者（PC） 15件 15件 15件 

 

② 盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業 
 

○ 盲ろう者の自立と社会参加を図るため、コミュニケーション及び移動等の支援を行う盲

ろう者向け通訳・介助員を派遣します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

実利用見込み件数 

年 度 30年度 31年度 32年度 

実利用見込み件数 650件 650件 650件 

 

 

 

（４）意思疎通支援を行う者の派遣に係る市町村相互間の連絡調整事業 

手話通訳者、要約筆記者の派遣に係る市町村相互間の連絡調整体制を整備することによ

り、広域的な派遣を円滑に実施し、聴覚障がい者等が自立した日常生活又は社会生活を行

うことができるようにすることを目的としています。 

○ 市町村域又は都道府県域を越えた広域的な派遣を円滑に実施するため、市町村間では

派遣調整ができない場合には、県が市町村間の派遣調整を行います。 

（健康福祉部障害福祉課） 
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（５）広域的な支援事業 
 

  ① 圏域相談支援体制整備事業 

     各圏域ごとに相談支援等に関する特別アドバイザーを配置し、市町村における障が

い者相談支援体制の構築に向けて必要な支援を行うとともに、広域的・専門的な相談

支援を行います。 

   【特別アドバイザーの主な業務】 

    ・ 圏域内における関係機関の連携体制づくりに関すること 

    ・ 圏域障害者自立支援推進会議に関すること 

    ・ 圏域内の相談支援業務のうち専門的な業務に関すること 

    ・ 市町村自立支援協議会の設置・運営支援に関すること 

 

○ 市町村の自立支援協議会の運営の活性化と基幹相談支援センターの設置に向けた支

援により、相談支援体制の整備を図るため、各圏域に１人（岐阜圏域は２人）の特別ア

ドバイザーを設置します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

相談支援に関する特別アドバイザー見込み数 

年 度 30年度 31年度 32年度 

特別アドバイザー見込み数 ６人 ６人 ６人 

  

② 精神障害者地域生活支援広域調整等事業 
 

精神障がい者が自立した日常生活及び社会生活を営むために必要な広域調整、専門性が

高い相談支援及び事故・災害等発生時に必要な緊急対応を目的としています。 

 
ア 地域生活支援広域調整会議等事業 

 

    精神障がい者に対する地域生活への移行に向けた支援、地域生活を継続するための支

援を推進するため、各関係機関が広域的な調整のもと連携できる体制を地域において構

築することを目的としています。 

 
○ 県内７保健所において、地域移行推進会議等を開催します。 

（健康福祉部保健医療課） 

実施見込み箇所数 

年 度 30年度 31年度 32年度 

実施見込み箇所数 ７ヵ所 ７ヵ所 ７ヵ所 

 

 
イ 地域移行・地域生活支援事業 

精神障がい者が住み慣れた地域を拠点とし、本人の意向に即して、本人が充実した

生活を送ることができるよう、統合失調症を始めとする入院患者の減少及び地域生活

への移行に向けた支援並びに地域生活を継続するための支援を推進します。 

県では、精神障がい者の視点を重視した支援を充実する観点や、精神障がい者が自
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らの疾患や病状について正しく理解することを促す観点から、ピアサポーター（※）

の積極な活用に努めます。 
 

※ピアサポーターとは 

 ピアサポート（精神障がいの当事者（経験者）として、自身の精神疾患や病状等の経験を通じて同

じ障がいを持つ方に対して支援）を行う人。ピアサポーターは、精神障がい者の相談や地域交流・自

己啓発などの社会参加活動を支援する。 
 

○ ピアサポーターを活用した精神障がい者の地域移行・地域生活支援を実施します。 

 （健康福祉部保健医療課） 

ピアサポーター登録見込み者数 

年 度 30年度 31年度 32年度 

登録見込み者数 30人 31人 32人 

 

ウ 災害派遣精神医療チーム体制整備事業 

 

  自然災害や犯罪事件・航空機・列車事故等の集団災害が発生した場合、被災地域

の精神保健医療機能が一時的に低下し、さらに災害ストレス等により新たに精神的

問題が生じる等、精神保健医療への需要が拡大します。 

このような災害の場合には、被災地域の精神保健医療ニーズの把握、他の保健医療

体制との連携、各種関係機関等とのマネジメント、専門性の高い精神科医療の提供と

精神保健活動の支援が必要です。 

  このような活動を行うために県によって組織される災害派遣精神医療チームが 

ＤＰＡＴです。 

 

○ ＤＰＡＴの説明会を医療機関に対して実施します。 

（健康福祉部保健医療課） 

開催見込み数（医療機関への説明会） 

年 度 30年度 31年度 32年度 

開催見込み数 １回 １回 １回 

 

 

  ③ 発達障害者支援地域協議会による体制整備事業 

     自閉症、アスペルガー症候群等の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害

等の発達障がいを有する障がい児者への支援体制を整備するため、医療、保健、福祉、

教育、労働等の関係者で構成する「発達障害者支援地域協議会」を設置し、発達障が

い児者への支援体制の充実を図ります。 

 

○ さまざまな関係者で構成する「県発達障がい者等支援体制整備推進連携会議」を開催

します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

開催見込み数 

年 度 30年度 31年度 32年度 

開催見込み数 ２回 ２回 ２回 
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【参考】 

「障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提

供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するた

めの基本的な指針（平成十八年厚生労働省告示第三百九十五号）」（国の基本指針）に

掲げる都道府県障害福祉計画等に定める事項等（抜粋） 

 

○都道府県障害福祉計画等において定める事項 

別表第三 

事  項 内  容 

一 都道府県障害福祉計画等の基本的理念等 都道府県障害福祉計画等に係る法令の根拠、趣

旨、基本的理念、目的及び特色等を定めること。 

二 区域の設定 指定障害福祉サービス等又は指定通所支援等

の種類ごとの量の見込みを定める単位となる区

域を定めた場合に、その趣旨、内容等を定めるこ

と。 

三 提供体制の確保に係る目標 

（一）障害福祉サービス、相談支援及び地域

生活支援事業の提供体制の確保に係る

目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者について、施設入所者の地域生活への移

行、精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

の構築、地域生活支援拠点等の整備、福祉施設の

利用者の一般就労への移行等を進めるため、この

基本指針に即して、地域の実情に応じて、平成三

十二年度における成果目標を設定すること。 

特に福祉施設の利用者の一般就労への移行等

の数値目標を達成するため、労働担当部局、教育

委員会等の教育担当部局、都道府県労働局等の関

係機関と連携して、次に掲げる事項について障害

者雇用の推進に関する活動指標を設定して、実現

に向けた取組を定めること。 

① 就労移行支援事業及び就労継続支援事業の利

用者の一般就労への移行 

② 障害者に対する職業訓練の受講 

③ 福祉施設から公共職業安定所への誘導 

④ 福祉施設から障害者・生活支援センターへの

誘導 

⑤ 公共職業安定所における福祉施設利用者の支

援 
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（二）障害児通所支援等の提供体制の確保に

係る目標 

 障害児支援の体制整備を進めるため、この基本

指針に即して、地域の実情に応じて、平成三十二

年度における成果目標を設定すること。 

四 支援の種類ごとの必要な量の見込み及び

その見込量の確保のための方策 

（一）各年度における指定障害福祉サービス

等の種類ごとの必要な量の見込み及び

その見込量の確保のための方策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（二）各年度における指定通所支援等の種類

ごとの必要な量の見込み及びそのため

の方策 

 

 

① 市町村障害福祉計画を基礎として、④の平成

三十二年度末の長期入院患者の地域移行に伴

う地域の精神保健医療福祉体制の基盤整備量

（利用者数）を勘案しながら、地域の実情を踏

まえて、平成三十二年度までの各年度における

指定障害福祉サービス等の種類ごとの実施に

関する考え方及び必要な量の見込みについて、

区域及び都道府県全域で定めること。 

② 指定障害福祉サービス等の種類ごとの必要な

見込量の確保のための方策を定めること。 

③ 市町村障害福祉計画を基礎として、地域生活

支援拠点等の整備の方策について、圏域及び都

道府県全域で定めること。 

④ 別表第四の三の項に掲げる式により算出し

た、平成三十二年度末の長期入院患者の地域移

行に伴う地域の精神保健医療福祉体制の基盤

整備量（利用者数）を定めること。 

 

① 市町村障害児福祉計画を基礎として、平成三

十二年度末までの各年度における指定通所支

援等の種類ごとの実施に関する考え方及び必

要な量の見込みについて、区域及び都道府県全

域で定めること。 

② 指定通所支援等の種類ごとの必要な見込量の

確保のための方策を定めること。 

五 圏域単位を標準とした指定障害福祉サー

ビス及び指定通所支援の見通し及び計画

的な基盤整備の方策 

 

① 障害福祉サービス及び障害児通所支援の利用

状況や供給体制について、国民健康保険団体連

合会へ委託する自立支援給付の支払に関する

データの分析等により的確に把握すること。 

② 障害者等のニーズを踏まえ、必要な住まい、

訪問系サービス、日中活動の拠点及び障害児支

援の提供体制が適切に整備されているかとい
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う視点から課題を整理すること。 

③ ①及び②を踏まえ、障害者等の支援に必要と

なる指定障害福祉サービス及び障害児通所支

援の種類及び量の見通しを作成すること。加え

て、当該見通しを達成するために新たに必要と

なる指定障害福祉サービス及び障害児通所支

援を実施する事業所数を見込むとともに、年次

ごとの事業所の整備計画を作成すること。 

六 各年度の指定障害者支援施設及び指定障

害児入所施設等の必要入所定員総数 

 

平成三十二年度までの各年度における指定障

害者支援施設及び指定障害児入所施設等の必要

入所定員総数を定めること。 

七 都道府県の地域生活支援事業の種類ごと

の実施に関する事項 

 

都道府県が実施する地域生活支援事業につい

て、第二に定める成果目標の達成に資するよう地

域の実情に応じて、次の事項を定めること。 

① 実施する事業の内容 

② 各年度における事業の種類ごとの実施に関す

る考え方及び量の見込み 

③ 各事業の見込量の確保のための方策 

④ その他実施に必要な事項 

八 指定障害福祉サービス等支援に従事する

者の確保又は資質の向上のために講ずる

措置 

指定障害福祉サービス等支援に従事する者及

び相談支援専門員等の確保又は資質の向上のた

めに実施する措置に関する事項を定めること。 

九 関係機関との連携に関する事項 

（一）区域ごとの指定障害福祉サービス又は

指定地域相談支援及び地域生活支援事

業の提供体制の確保に係る医療機関、教

育機関、公共職業安定所その他の職業リ

ハビリテーションの措置を実施する機

関その他関係機関との連携に関する事

項 

（二）区域ごとの指定通所支援の提供体制の

確保に係る医療機関、教育機関その他の

関係機関との連携に関する事項 

 

都道府県の障害保健福祉部局と医療機関、教育

機関等関係機関との連携方法等を定めること。 

 

 

 

 

 

都道府県の障害保健福祉部局と医療機関、教育

機関等関係機関との連携方法等を定める事。 

十 都道府県障害福祉計画等の期間 都道府県障害福祉計画等の期間を定めること。 

十一 都道府県障害福祉計画等の達成状況の

点検及び評価 

各年度における都道府県障害福祉計画等の達

成状況を点検及び評価する方法等を定めること。 
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第８章 達成目標 

【Ⅰ】安心して暮らせる社会環境づくり 

項  目 
設定 

事項 

設定 

単位 

達成目標 

基準値

(時点) 
期間増 

H32末

目標 

見守りネットワーク活動が実施されている自治

会の割合 

実施

率 
％ 

83.6 

(H28) 
16.4 100.0  

助け合い（生活支援）活動が実施されている小

学校区の割合 

実施

率 
％ 

29.7 

(H28) 
20.3 50.0  

乗合バス車両に占めるノンステップバス車両の

割合 

導入

率 
％ 

32.6 

(H27) 
12.4 45.0 

【新】1 日当たりの平均的な利用者数が 3,000

人以上のすべての駅におけるバリアフリー化の

割合 

割合 ％ 
92.0 

(H28) 
8.0 100.0  

【新】特定道路（移動円滑化が特に必要なもの

として国土交通大臣が指定した道路）のバリア

フリー化率 

割合 ％ 
87.0 

(H28) 
13.0 100.0  

【新】主要な生活関連経路の横断箇所におけ

る信号機等のバリアフリー化率 

割

合 
％ 

100 

(H28) 
― 100.0 

交番及び駐在所の改築、改修においてスロープ、

自動ドア、ローカウンター、客溜の整備が行わ

れた割合 

整備

率 
％ 

42.3 

(H28) 
11.8 54.1 

【新】手話通訳者統一試験合格者数（累計） 
合格 

者数 
人 

11 

(H28) 
22 33  

【新】要約筆記者（手書）統一試験合格者数（累

計） 

合格 

者数 
人 

45 

(H28) 
24 69  

【新】要約筆記者（ＰＣ）統一試験合格者数（累

計） 

合格 

者数 
人 

22 

（H28） 
20 42  

盲ろう者通訳・介助者養成人数（累計） 
養成 

人数 
人 

266 

（H28） 
60 326  

【新】失語症者意思疎通支援者養成人数（累計） 
養成 

人数 
人 

0 

(H28) 
39 39  
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【新】要配慮者利用施設がある土砂災害特別警

戒区域の着手率 
割合 ％ 

43.4 

(H28) 
56.6 100.0  

介護福祉士等修学資金貸付利用者数（累計） 
貸付 

人数 
人 

684 

(H28) 
285 969  

学生等のインターンシップ、１日体験受入数（介

護）（累計） 

受入 

人数 
人 

576 

(H28) 
146 722  

 

 

【Ⅱ】社会参加を進める支援の充実 

項  目 
設定 

事項 

設定 

単位 

達成目標 

基準値

(時点) 
期間増 

H32末

目標 

【新】高等特別支援学校の整備件数（累計） 
整備

件数 
件 

0 

(H28) 
2 2 

特別支援学校における教諭の特別支援学校教員

免許保有率 
割合 ％ 

71.3 

(H28) 
18.7 90.0 

県内障がい者の実雇用率 
実雇

用率 
％ 

1.95 

(H28) 
0.35 2.3 

特別支援学校高等部卒業生の就職率 割合 ％ 
33.4 

(H28) 
1.6 35 

「働きたい！応援団ぎふ」登録企業数 
企業

数 
社 

748 

(H28) 
102 850 

多様な障がい者委託訓練による就職率 
就職

率 
％ 

30.0 

(H28) 
20.0 50.0  

チャレンジトレーニング事業による就職率 
就職

率 
％ 

63.6 

(H28) 
0.4 64.0  

【新】難病生きがいサポートセンターにおける

１年間の就労相談件数 

相談 

件数 
数 

663 

(H28) 
― 増加 

就労継続支援Ｂ型事業所の平均工賃 円 円 
13,294 

(H28) 
6,706 20,000 
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福祉施設から一般就労への移行等（※） 

 

年間一般就労移行者数 
移行 

者数 
人 

191 

(H28) 
96 

287 

 

就労移行支援事業の年間利用者数 
利用 

者数 
人 

411 

(H28) 
83 494 

 就労移行率が３割以上の事業所の割合 割合 ％ 
24.0 

(H28) 
26 50.0  

 【新】就労定着支援による職場定着率 割合 ％ 
0 

(H28) 
― 80.0  

【新】東京パラリンピックへの県ゆかりの選手

輩出数 

選手

数 
人 

5 

(H27) 
5 10  

 

 

【Ⅲ】日常生活を支える福祉の充実 

項  目 
設定 

事項 

設定 

単位 

達成目標 

基準値

(時点) 
期間増 

H32末目

標 

難病患者等ホームヘルパーの 

養成者数（累計） 

養成 

人数 
人 

1,197 

(H28) 
153 1,350 

福祉対応リフォーム実施済み県営住宅数（累

計） 

供給 

戸数 
戸 

227 

(H28) 
40 267 

福祉施設の入所者の地域生活への移行（※） 

 

施設入所者数 
入所 

者数 
人 

2,292 

(H28) 
0 2,292  

地域生活移行者数 

平成 32年度末までに、平成 28年度末時点

の施設入所者数の 3.2％（74人）の地域生

活への移行を推進します。 

【新】圏域における保健、医療、福祉関係

者による協議の場の設置数 

圏域

数 
圏域 

0 

(H28) 
5 5 
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【新】市町村における保健、医療、福祉関

係者による協議の場の設置数（複数市町村

による共同設置含む） 

市町 

村数 

市町

村 

0 

(H28) 
42 42 

入院中の精神障がい者の地域生活への移行 

 
【新】65 歳以上の１年以上長期入院患者数

（※） 

在院 

者数 
人 

1,279 

(H28) 
△172 1,107 

 
【新】65 歳未満の１年以上長期入院患者数

（※） 

在院 

者数 
人 

1,074 

(H28) 
△105 969 

 

入院後３ヶ月経過時点の退院率（※） 
退院

率 
％ 

63 

(H28) 
6 69 

【新】入院後６ヶ月経過時点の退院率（※） 
退院

率 
％ 

84 

(H28) 
0 84 

入院後１年経過時点の退院率（※） 
退院

率 
％ 

90 

(H28) 
1 91 

【新】精神病床における入院需要(県内患者

数) 

患者

数 
人 

3888 

(H26) 
△490 3,398 

【新】精神病床における入院需要(県内患者

数)急性期(３カ月未満) 

患者

数 
人 

急性期 

772  

(H26) 

8 
急性期 

780 

【新】精神病床における入院需要(県内患者

数)回復期(３カ月以上１年未満） 

患者

数 
人 

回復期 

529 

(H26) 

13 
回復期 

542 

【新】精神病床における入院需要(県内患者

数)慢性期(１年以上) 

患者

数 
人 

慢性期 

2,587 

(H26) 

△511 

慢性期 

2,076 

 

地域生活支援拠点等の整備（※） 
平成 32年度末までに各圏域に１つ以上の

整備を推進します。 

【新】圏域ごとに、児童発達支援センターを設

置（※） 

圏域

数 
箇所 

0 

(H28) 
5 5 

【新】全ての市町村において、保育所等訪問支

援を利用できる体制を構築（※） 

市町

村数 

市町

村 

0 

(H28) 
42 42 
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【新】圏域ごとに、主に重症心身障がい児を支

援する児童発達支援事業所を確保（※） 

圏域

数 
圏域 

0 

(H28) 
5 5 

【新】圏域ごとに、主に重症心身障がい児を支

援する放課後等デイサービス事業所を確保

（※） 

圏域

数 
圏域 

0 

(H28) 
5 5 

【新】医療的ケア児支援のための関係機関の協

議の場の設置（※） 

平成 32 年度末までに県、各圏域、各市町

村において、それぞれ設置します。（市町

村においては、圏域での設置を含む） 

 

 

【Ⅳ】質の高い保健・医療提供体制の整備 

項  目 
設定 

事項 

設定 

単位 

達成目標 

基準値

(時点) 
期間増 

H32末

目標 

【新】超重症児（者）・準超重症児（者）の医療

型短期入所月平均利用日数 

平均

利用

日数 

日 
205 

(H28) 
7 212 

【新】超重症児（者）・準超重症児（者）の受入

れが可能な医療型短期入所事業所数（累計） 

事業

所数 
箇所 

14 

(H28) 
2 16 

【新】重度障がい児（者）の支援に関する協議

の場の設置数（累計） 

事業

所数 
箇所 

17 

(H28) 
31 48 

【新】重度障がい児（者）に対する関連分野の

支援を調整するコーディネーターの配置人数

（累計） 

配置

人数 
人 

0 

(H28) 
60 60  

障害者支援施設及び障害児入所施設における定

期的な歯科健診の実施率 
割合 ％ 

77.1 

(H28) 
12.9 90.0  

障害者支援施設及び障害児入所施設における定

期的な歯科保健指導の実施率 
割合 ％ 

65.7 

(H28) 
7.3 73.0  

園芸福祉サポーター活動実績 
活動

実績 
施設 

141 

(H26) 
119 260 

 

 

注：（※）は、第５章「国の基本方針に即して定める『第５期障害福祉計画』」及び第６章

「国の基本方針に即して定める『障害児福祉計画』」における数値（成果）目標との重

複項目。 


